














































































身 体 障 害 者 福 祉 法 逐 条 理 由
〔本文〕





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　○＝同文ではないが基本的には同じ     ◇＝多少の違いはあるが大枠としては同じ
　△＝大きく異なる（まったく異なる）　☆＝条項の新設・追加
　×＝条項の削除・消失
資料15－⑴　身体障害者福祉法案（⑧案）　抄　（1949.9頃）
＊　謄写印刷・Ｂ5判・本文29頁（うち末尾2頁はタイプ印書）・表紙なし・目次なし
身　体　障　害　者　福　祉　法　案
◇第四条（身体障害者）　この法律において、身体障害者とは、左の各号の一に該当する身体上の
障害のため職業能力が損傷されている十八歳以上の者であって、その申請に基いて都道府県知
事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。
一　視力障害
二　聴力障害
三　言語機能障害
四　肢切断又は肢体不自由
五　中枢神経機能障害
六　結核性疾患で別に政令により定めるもの
2　前項各号に掲げる障害の程度は省令でこれを定める。
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◇第十一条（更生相談所）　前二条に規定する身体障害者福祉司の業務の処理及び身体障害者の更
生相談の利便のため、都道府県は必要の地に身体障害者更生相談所を設けなければならない。
△第十九条（施設収容者等の保護）　身体障害者更生指導施設又は厚生大臣の指定する公共職業補
導所において更生指導又は職業補導を受ける身体障害者の生活保護については、生活保護法
（昭和二十一年法律第十九号）の定めるところによる。
◇第二十二条（旅客運賃の減額）　身体障害者のうち政令で定めるものが、日本国有鉄道法（昭和
二十三年法律第二百五十八号）に基く日本国有鉄道の運営する車両又は船舶に乗車又は乗船す
るときであって、介護者を同行することを必要とするものについては、日本国有鉄道は命令の
定めるところにより、当該身体障害者及びその介護人の運賃を減額しなければならない。
＊⑦案の2項は削除。
○第二十五条（専売品販売の許可）　身体障害者が、郵便切手類売さばき所及び印紙売さばき所に
関する法律（昭和二十四年法律第九十一号）の規定に従い、郵便切手類及び印紙の売さばき人
になろうとするときであって、同胞第二条第一項に規定する資格に適合するものについては、
郵政大臣は、同条第四項の規定に拘らず当該身体障害者を郵便切手類及び印紙の売さばき人に
選定しなければならない。
2　身体障害者福祉法（昭和二十　年法律第　　　号）の規定による身体障害者が、日本専売公
社法（昭和二十三年法律第二百五十五号）に基く製造たばこの小売人の指定を申請したときで
あって同法第三十一条第一項各号の規定に該当しないときは、日本専売公社は、当該身体障害
者を製造たばこの小売人に指定するように努めなければならない。
△第二十六条（製作品の購買）　国の行政機関は自らの用に供するほうき、はたき、ぞうきんその
他命令に定める物品については盲人その他重度の身体障害者の製作したものを購買しなけれ
ばならない。
2　国の行政機関が前項の物品を購買するときは重度の身体障害者の援護を目的とする公益法人
で厚生大臣の指定するものを通じてこれを行うものとする。
◇第二十七条（製作品購買審議会）　前条に規定する業務の運営を円滑ならしむるため、内閣総理
大臣の所轄の下に身体障害者製作品購買審議会（以下「審議会」という。）を設置する。
2　審議会は左に掲げる事項を調査審議する。
一　前条第一項に規定する物品を製作する身体障害者の作業場、授産場等における製作品目、
製作設備、生産数量、所要資材等に関する事項
二　前条第一項に規定する物品に対する国の行政機関の需要量及びその物品に対する予算等
に関する事項
三　前条第一項に規定する物品の市場価格及び国の行政機関がこれを購買するときの適正価
格等に関する事項
四　前条第二項に規定する公益法人の運営に関する事項
3　審議会は前項の調査審議の結果を内閣総理大臣及び厚生大臣に報告しなければならない。
4　審議会は、前条に規定する業務の運営上必要があると認めるときは、国の行政機関に対し、
勧告をすることができる。
5　前各号に規定するものの外、審議会の組織その他運営に必要な事項は政令でこれを定める。
◇第三十六条（国の負担）　前条の規定により都道府県が支弁する費用について、国は左に掲げる
ものを負担する。
一　前条第一号及び第二号の費用については、その十分の五
二　前条第三号及び第五号の費用中、当該施設の設置に要する費用についてはその十分の五、
浦和大学・浦和大学短期大学部　　　浦和論叢　第42号　2010-180
その他の運営に要する費用についてはその十分の八
三　前条第四号の費用中、第十三条、第十四条、第十五条、第十七条及び第二十一条第一項の
行政措置に要する費用についてはその十分の五、第二十条の行政措置に要する費用について
はその十分の八
☆第四十条〔都道府県行政の監査〕　厚生大臣は、その指定する官吏に、この法律又はこの法律に
基いて発する命令の規定による都道府県の行政を監査させることができる。
◇第四十一条（認可の取消等）　厚生大臣又は都道府県知事は、第二十八条第二項又は第三項の規
定に基いて設置した身体障害者更生援護施設が、この法律又はこの法律に基いて発する命令若
くはこれらに基いて為す処分に違反したときは、それぞれ第二十八条第二項又は第三項の規定
による認可を取消すことができる。
2　前項の規定により、認可を取消された施設又は第三十八条の規定する施設の運営に関し、著
しく不当の行為があるときは、その施設が第二十八条第二項によるものについては厚生大臣、
第二十八条第三項若しくは第三十八条によるものについては都道府県知事が、その事業の停止
又はその施設の廃止を命ずることができる。
3　前二項の規定により、厚生大臣又は都道府県知事が当該施設の認可を取り消し、又はその事
業の停止若しくはその施設の停止を命ずるときは、それぞれ中央身体障害者福祉審議会又は地
方身体障害者福祉審議会の意見を聞いて行うものとする。
△第四十九条（施行期日）　この法律は昭和二十五年四月一日から施行する。
×　＊⑦案の50条（所得税法の一部改正）を削除
△第五十一条（生活保護法の一部改正）　生活保護法を（昭和二十一年法律第十九号）の一部を次
のように改める。
第二十一条第二項の次に、次の一項を加える。
2　身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第　　　号）に規定する身体障害者更生援護施設又は
同胞第十九条の規定により厚生大臣が指定する公共職業補導所において、更生指導又は職業補
導を受ける身体障害者の保護に要する費用は、その者の居住地の都道府県の負担とする。
第二十五条を次のように改める。
第二十五条（費用の繰替支弁等）　第二十一条及び第二十二条の規定により都道府県が負担
する費用は、保護を行った地の市町村が、一時これを繰替支弁しなければならない。但し第
二十一条第三項の規定による費用の支弁についてはこの限りではない。
3　第二十一条第三項の規定により都道府県が負担する身体障害者の保護に要する費用は、同項
に規定する施設の所在地の都道府県が一時これを繰替支弁しなければならない。
資料15－⑵　身体障害者福祉法案（⑨案）　抄　（1949.10頃）
＊　謄写印刷・Ｂ5判・本文24頁・表紙なし・目次なし、「第九次案」などの書込みあり
身　体　障　害　者　福　祉　法　案
◇第四条（身体障害者）　この法律において、身体障害者とは、左の各号の一に該当する身体上の
障害のため職業能力が損傷されている十八歳以上の者であって、その申請に基いて都道府県知
事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。
一　視力障害
二　聴力障害
三　言語機能障害
四　肢切断又は肢体不自由
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五　中枢神経機能障害
2　前項各号に掲げる障害の程度は省令でこれを定める。
△第五条（施設）　この法律において身体障害者福祉施設とは、この法律に基いて国又は地方公共
団体が設置する身体障害者更生援護施設、中途失明者更生施設、身体障害者収容授産施設、義
肢要具製作施設、点字図書館及び点字出版施設をいう。
2　この法律において医療保健施設とは、厚生省設置法（昭和二十四年法律第百五十一号）に基
く国立病院及び国立療養所、保健所法（昭和二十二年法律第百一号）に基く保健所その他医療
法（昭和二十三年法律第二百五号）に規定する病院又は診療所をいう。
×　＊⑧案の19条（施設収容者等の保護）を削除
△第二十四条（専売品販売の許可）　身体障害者が、たばこ専売法（昭和二十四年法律第百十一号）
に基く製造たばこの小売人の指定を申請したときであって同法第三十一条第一項各号の規定
に該当しないときは、当該身体障害者を製造たばこの小売人に指定するように努めなければな
らない。
×　＊⑧案の40条〔都道府県行政の監査〕を削除
×　＊⑧案の51条（生活保護法の一部改正）を削除
資料15－⑶　身体障害者福祉法案（⑩案）　抄　（1949.10頃）
＊　資料原本は、前掲15－2の⑨案（謄写印刷）にペン字で修正の書込みをしたもの、
その原本冒頭に「訂正済正文／（GS提出のもの）」との書込みあり
身　体　障　害　者　福　祉　法　案
○第三十九条（認可の取消等）　厚生大臣又は都道府県知事は、第二十八条第二項又は第三項の規
定に基いて設置した身体障害者更生援護施設が、この法律又はこの法律に基いて発する命令若
くはこれらに基いて為す処分に違反したときは、それぞれ第二十八条第二項又は第三項の規定
による認可を取り消すことができる。
2　都道府県知事は、第三十七条に規定する施設の運営に関し、著しく不当の行為があるときは、
その事業の停止又はその施設の廃止を命ずることができる。
3　前二項の規定により、厚生大臣又は都道府県知事が当該施設の認可を取消し、又はその事業
の停止若しくはその施設の停止を命ずるときは、それぞれ、中央身体障害者福祉審議会又は地
方身体障害者福祉審議会の意見を聞いて行うものとする。
○第五十一条（経過規定）　この法律施行の際、現に都道府県が設置している身体に障害のある者
の収容並びに授産のための施設又は義肢等の製作修理施設は、第二十七条第二項の規定に基い
て設置された身体障害者収容授産施設又は義肢要具製作施設とみなす。
資料15－⑷　身体障害者福祉法案（⑪案）　抄　1949.11 頃
＊　タイプ印刷・Ｂ5判・本文30頁・表紙（目次）あり、本文中（別表部分）に書込みあり
身　体　障　害　者　福　祉　法　案
△第四条（身体障害者）　この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害のた
め職業能力が損傷されている十八歳以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交
付を受けたものをいう。
◇第十五条（身体障害者手帳）　身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添
えて都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請することができる。
2　前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生大臣の定めるところに従い、且
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つ、その指示に当っては、地方身体障害者福祉審議会の意見を聞かなければならない。
3　第一項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その者の障
害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。
4　都道府県知事は、第一項の申請に基いて審査し、その申請者が第四条前段の規定に該当する
と認めたときは、身体障害者手帳を交付しなければならない。
5　前項に規定する審査の結果、その申請者が、第四条前段の規定に該当しないと認めたときは、
都道府県知事は、理由を附してその旨を申請者に通知しなければならない。
6　身体障害者は、その身体障害者手帳を他人に譲渡又は貸与してはならない。
7　前各項に定めるものの外、身体障害者手帳に関し、必要な事項は、中央身体障害者福祉審議
会の意見を聞いて、省令で定める。
◇第十六条（身体障害者手帳の返還）　身体障害者が別表に掲げる障害を有しなくなったとき、又
は死亡したときは、それぞれその者又はその者の親族若しくは同居の縁故者は、すみやかに身
体障害者手帳を都道府県知事に返還しなければならない。
2　都道府県知事は、左の場合には、身体障害者に対し身体障害者手帳の返還を命ずることがで
きる。
一　第十八条の規定による診査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたと
き
二　身体障害者が正当の理由がなく、第十八条の規定による診査を拒み又は忌避したとき
三　身体障害者が更生の能力がありながら、こじき、募金その他正常でない行為によって生活
していると認めたとき
四　身体障害者がその身体障害者手帳を他人に譲渡し又は貸与したとき
3　都道府県知事は、前項の規定による処分をするには、文書をもって、その理由を示さなけれ
ばならない。
☆第十七条〔手帳返還時の聴聞〕　都道府県知事は、前条二項の規定により身体障害者手帳の返還
を命じようとするときは、その者又はその者の代理人の出頭を求めて聴聞を行わなければなら
ない。
×　＊⑩案の21条（旅客運賃の減額）を削除
○第二十二条（売店の設置）　国又は地方公共団体の設置した事務所その他の公共的施設の管理者
は、身体障害者からの申請があったときは、その公共的施設内において、新聞、書籍、たばこ、
事務用品、食料品その他の物品を販売するために、売店を設置することを許すように努めなけ
ればならない。
2　前項の規定により公共的施設内に売店を設置することを許したときは、当該施設の管理者は、
その売店の運営について必要な規則を定めて、これを監督することができる。
3　第一項の規定により、売店を設置することを許された身体障害者は、病気その他正当な理由
のある場合の外は、みずからその業務に従事しなければならない。
○第二十四条（専売品販売の許可）　身体障害者が、たばこ専売法（昭和二十四年法律第百十一号）
に基く製造たばこの小売人の指定を申請したときであって同法第三十一条第一項各号の規定
に該当しないときは、日本専売公社は、当該身体障害者を製造たばこの小売人に指定するよう
に努めなければならない。
2　第二十二条第三項の規定は、前項の規定により、小売人に指定された身体障害者について準
用する。
○第二十五条（製造品の販売〔購買〕）　盲人その他の身体障害者で政令で定めるものの援護を目的
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とする公益法人で厚生大臣の指定するものは、その援護する身体障害者の製作したほうき、は
たき、ぞうきんその他政令で定める物品について、国又は地方公共団体の行政機関に対し、購
買を求めることができる。
2　国又は地方公共団体の行政機関は、前項の規定により当該物品の購買を求められた場合にお
いて、その求めに応じなければならない。但し、前項の公益法人からその必要とする数量を購
買することができないときは、この限りでない。
3　国の行政機関が、前二項の規定により当該物品を購買するときは、第一項の公益法人の受註、
納入等を円滑ならしめることを目的とする公益法人で厚生大臣の指定するものを通じて行うこ
とができる。
4　第一項に規定する政令を制定するには、あらかじめ中央身体障害者福祉審議会の意見を聞か
なければならない。
◇第二十七条（施設の設置）　国は、身体障害者更生援護施設を設置しなければならない。
2　都道府県は、厚生大臣の認可を受けて、身体障害者更生援護施設を設置することができる。
3　市町村は、都道府県知事の認可を受けて、身体障害者更生援護施設を設置することができる。
4　身体障害者更生援護施設には、身体障害者の更生援護の事務に従事する者の養成施設（以下
（養成施設という。）を附置することができる。但し、都道府県又は市町村がこれを附置する場
合には、それぞれ、厚生大臣又は都道府県知事の認可を受けなければならない。
5　厚生大臣又は都道府県知事は、当該施設が第二十八条の規定による基準を満たす場合には、
認可を与えなければならない。
☆第二十八条（施設の基準）　厚生大臣は、中央身体障害者福祉審議会の意見を聞き、身体障害者
更生援護施設及び養成施設の設備及び運営について、基準を定めなければならない。
◇第四十条（認可の取消等）　身体障害者更生援護施設又は養成施設について、その施設若しくは
運営が第二十八条の規定による基準にそわなくなったと認められ又は法令の規定に違反する
と認められるときは、都道府県の設置したものについては厚生大臣、市町村の設置したものに
ついては都道府県知事が、身体障害者福祉審議会の意見を聞いて、それぞれ、第二十七条の規
定による認可を取り消すことができる。
2　都道府県知事は、第三十八条に規定する施設について、その施設について、その設備が著し
く不完全であると認められ、又はその運営が身体障害者の福祉を害し若しくは法令に違反した
と認められるときは、地方身体障害者福祉審議会の意見を聞いて、その業務の停止又はその施
設の廃止を命ずることができる。
3　厚生大臣又は都道府県知事は、前二項の規定による処分をするには、文書をもって、その理
由を示さなければならない。
◇第四十一条〔認可取消処分時の聴聞〕　都道府県知事は、前条第二項の規定による処分をしよう
とするときは、当該施設の設置者又は管理者の出頭を求めて聴聞を行わなければならない。
2　前項の聴聞をするには、処分をしようとする理由並びに聴聞の期日及び場所をその期日の十
日前までに、当該施設の設置者に通告しなければならない。
3　聴聞においては、当該施設の設置者又は管理者は、自己のために釈明し、且つ、証拠を提出
することができる。
4　都道府県知事は、当該施設の設置者又は管理者が正当な理由がなくて聴聞に応じなかったと
きは、聴聞を行わないで前条第二項の規定による処分をすることができる。
○第四十二条（訴願）　この法律又はこの法律に基いて発する命令の規定により厚生大臣又は都道
府県知事のした処分に不服がある者は、訴願法（明示二十三年法律第百五号）の定めるところ
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により、その処分を受けた日から六十日以内に、厚生大臣の処分については厚生省に、都道府
県知事のした処分については厚生大臣に、それぞれ訴願をすることができる。
☆第五十条（国有鉄道運賃法の一部改正）　国有鉄道運賃法（昭和二十三年法律第百十二号）の一
部を次のように改正する。
　　　第五条の次に次の一条を加える。
第五条の二　前三条の運賃は、政令の定める身体障害者で介護者を同行しなければ乗車又は乗
船することの困難な者が介護者を同行する場合には、当該身体障害者及び介護者につきそれ
ぞれ半額とする。
◇第五十四条（経過規定）　都道府県は、この法律施行の際、現に設置している身体に障害のある
者の収容及び授産のための施設又は義肢等の製作修理施設につき、この法律施行後六十日以内
に、第二十七条第二項の規定による認可の申請をしなければならない。
2　前項の施設は、この法律施行後同行の申請をするまでの間及び当該申請に対する処分のある
までの間は、第二十七条第二項の規定に基いて設置された施設とみなす。
☆別　表（身体障害者の範囲）
　一　視力障害
1　両耳の聴力（万国式試視力表により、測定したものをいい、屈伸以上のある者については
矯正視力についてその測定をしたものをいう。以下同じ。）が〇・一以下で、症状の固定し
たもの
2　一眼が失明し、他眼の視力が〇・六以下で、症状の固定したもの
　二　聴力障害
1　両耳の聴力が四十センチ・メートル以上の距離において普通の話声が了解できない程度以
上の障害で、登場の固定したもの
　三　言語機能障害
1　言語機能の喪失その他その著しい障害で、症状の固定したもの
　四　肢切断又は肢体不自由
1　両上肢又は両下肢の機能の喪失
2　両上肢を腕関節以上で又は両下肢を足関節以上を失ったもの
3　一上肢若しくは一下肢の機能を全く失い又は一上肢若しくは一下肢の三大関節のうち二関
節以上の機能を失ったもの
4　一上肢を腕関節以上で又は一下肢を足関節以上で失ったもの
5　一手のおや指及びひとさし指を失ったもの又はおや指若しくはひとさし指を含めて三指以
上を失ったもの（おや指については指関節その他のものについては第一関節以上を失ったも
のをいう。
6　一手のおや指又はひとさし指を含めて四指以上の機能を失ったもの
7　両足又は一足をリスフラン関節以上で失ったもの
8　せき柱に障害があるもので厚生大臣の指定するもの
9　胸郭に変形があるもので厚生大臣の指定するもの
10　骨盤に変形があるもので厚生大臣の指定するもの
11　軟部組織のはんこん、欠損等により運動機能に著しく障害のあるもので厚生大臣の指定す
るもの
12　前各号に掲げるものの外、障害の程度が前各号に準ずると認められるもの
五　中枢神経機能障害
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1　常に就床を要し複雑な介護を要するもので回復の見込のないもの
2　半身付随で回復の見込のないもの
〔編者注〕　本資料には、末尾頁に以下の「理由」が添付されているので、掲載しておく。
理　由
身体障害者の更生を援助し、その更生のために必要な保護を行い、もって身体障害者の福祉を図
る必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。
（2009年５月11日受領）
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